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   檜原村廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び調整に関する条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、廃棄物処理施設の設置等に伴い、計画を事前に公開することにより事

業者と関係住民等との間における紛争の予防及び調整を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 （１） 廃棄物処理施設 次のいずれかに該当する施設をいう。 

  ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」とい

う。）第７条第５項第３号に規定するその事業の用に供する施設のうち積替え又は保管

のための施設 

  イ 法第７条第１０項第３号に規定するその事業の用に供する施設 

  ウ 法第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施設 

  エ 法第１４条第５項第１号に規定するその事業の用に供する施設のうち積替え又は保

管のための施設 

  オ 法第１４条の４第５項第１号に規定するその事業の用に供する施設のうち積替え又

は保管のための施設 

  カ 法第１４条の４第１０項第１号に規定するその事業の用に供する施設 

  キ 法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設及び規則で定める産業廃棄物処理

施設 

 （２） 廃棄物処理施設の設置等 廃棄物処理施設を新たに設置し、又は廃棄物処理施設

の変更（法第７条の２第１項、第９条第１項、第１４条の２第１項、第１４条の５第１

項又は第１５条の２の６第１項の規定による変更の許可に係るものに限る。）をすること

をいう。 

 （３） 関係地域 廃棄物処理施設の設置等に伴い生活環境の保全上の支障が生じるおそ

れがある地域として、第７条第１項の規定により村長が定める地域をいう。 

 （４） 関係住民等 廃棄物処理施設の設置等により生活環境に影響を受けるおそれがあ

る者、その他利害関係を有する者をいう。 

 （５） 事業者 廃棄物処理施設の設置等をしようとする者をいう。 

 （６） 紛争 廃棄物処理施設の設置等に伴って生ずるおそれのある環境の影響に関して

関係住民等と事業者との間で生ずる争いをいう。 

 （村の責務） 

第３条 村は、紛争の予防に努めるとともに、紛争が生じたときは、迅速かつ適正に調整を

図るものとする。 
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 （関係住民等の責務） 

第４条 関係住民等は、廃棄物処理施設の設置等により廃棄物が適正に処理されることが社

会的要請であることを十分認識し、事業者との意見の調整が円滑に行われるよう努めなけ

ればならない。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、廃棄物処理施設の設置等に当たっては、紛争の予防及び調整に関し、村

の政策に協力するとともに、関係地域の環境の保全に十分配慮し、関係住民等との良好な

関係を損なわないよう努めなければならない。 

 （事業計画書の提出） 

第６条 事業者は、廃棄物処理施設の設置等をしようとするときは、規則で定めるところに

より、廃棄物処理施設設置等事業計画書（以下「事業計画書」という。）を村長に提出し

なければならない。ただし、村の許可を要する廃棄物処理施設の設置等に係る事業計画書

については村長に当該許可申請書を提出する９０日前までに、東京都の許可を要する廃棄

物処理施設の設置等に係る事業計画書については東京都知事に事前計画書を提出する９０

日前までに、提出するものとする。 

 （関係地域の設定） 

第７条 村長は、事業計画書の提出があったときは、関係地域を設定しなければならない。

この場合において、必要があると認めるときは、檜原村廃棄物処理施設設置等調整審査会

の意見を聴くことができる。 

２ 村長は、関係地域を設定したときは、速やかに、事業者に通知するものとする。 

 （告示及び縦覧） 

第８条 村長は、前条第２項の規定による通知をしたときは、規則で定めるところにより、

速やかに、関係地域、縦覧場所その他規則で定める事項を告示し、事業計画書の写しを当

該告示の日から３０日間縦覧に供しなければならない。 

 （説明会の開催等） 

第９条 事業者は、前条に規定する縦覧期間が満了したときは、関係地域内において、速や

かに、説明会を開催しなければならない。この場合において、関係地域内に説明会を開催

する適当な場所がないときは、関係地域以外の村内において開催することができる。 

２ 事業者は、関係住民等に説明会の日時、場所その他規則で定める事項をあらかじめ周知

しなければならない。 

３ 事業者は、説明会を開催するときは、当該説明会を開催する日の１４日前までに、その

日時、場所、関係住民等への周知方法その他規則で定める事項を、村長に届け出なければ

ならない。 

４ 事業者は、説明会が終了したときは、規則で定めるところにより、速やかに、説明会の

概要を記載した書面（以下「説明概要書」という。）を村長に提出しなければならない。 
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５ 事業者は、説明会において関係住民等に対し、事業計画を具体的に説明するよう努める

とともに、次条第１項の意見書を提出することができる旨を告知しなければならない。 

 （意見書の提出） 

第１０条 事業計画書又は説明概要書について、関係地域の環境の保全上の見地から意見を

有する関係住民等は、前条第１項の説明会が終了した日の翌日から起算して１４日を経過

する日までに、規則で定めるところにより、村長に意見書を提出することができる。 

２ 村長は、前項の意見書の提出があったときは、速やかに、当該意見書の写し又は意見の

要旨を記載した書面（以下「意見書等」という。）を事業者に送付しなければならない。 

 （見解書の提出等） 

第１１条 事業者は、前条第２項の規定による意見書等の送付を受けたときは、規則で定め

るところにより、遅滞なく、意見書等に対する見解を記載した書面（以下「見解書」とい

う。）を村長に提出しなければならない。 

２ 村長は、前項の規定による見解書の提出があったときは、その旨を告示するとともに、

意見書等及び見解書の写しを併せて当該告示の日から１４日間縦覧に供しなければならな

い。 

 （意見調整会の開催） 

第１２条 事業者は、前条第２項に規定する縦覧期間が満了したときは、関係住民等に対

し、合意を得るための意見調整会を開催することができる。 

２ 事業者は、意見調整会を開催するときは、関係住民等に当該意見調整会の日時、場所そ

の他規則で定める事項をあらかじめ周知しなければならない。 

３ 事業者は、意見調整会を開催するときは、当該意見調整会を開催する日の１４日前まで

に、その日時、場所、関係住民等への周知方法その他規則で定める事項を、村長に届け出

なければならない。 

４ 事業者は、意見調整会が終了したときは、規則で定めるところにより、速やかに、意見

調整会において関係住民等が提示した意見等の要旨、それらに対する見解その他必要な事

項を記載した書面を、村長に提出しなければならない。 

 （指導又は助言） 

第１３条 村長は、意見書等及び見解書に十分配慮し、関係地域の環境の保全上の見地か

ら、事業者に対し、事業計画について必要な指導又は助言を行うものとする。 

２ 村長は、前項の指導又は助言を行おうとするときは、必要に応じて檜原村廃棄物処理施

設設置等調整審査会の意見を聴くものとする。 

 （協定の締結） 

第１４条 関係住民等及び事業者は、廃棄物処理施設の設置等に関し合意に達したときは、

関係地域の環境の保全上必要な事項を内容とする協定を締結することができる。 

２ 村長は、必要があると認めるときは、前項に規定する協定の内容について助言を行うこ
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とができる。 

 （事業計画書記載事項の変更） 

第１５条 事業者は、事業計画書についてその記載事項の内容の変更をしようとするとき

は、規則で定めるところにより、速やかに、村長に届け出なければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による届出をしたときは、第６条、第９条、第１１条第１項、第

１２条及び第１４条第１項の規定の例により必要な手続を行うものとする。ただし、規則

で定める軽微な変更は除く。 

 （事業計画の廃止） 

第１６条 事業者は、事業計画を廃止しようとするときは、規則で定めるところにより、速

やかに、村長に届け出なければならない。 

２ 村長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、事業計画を廃止した旨を告

示しなければならない。 

 （あっせん） 

第１７条 事業者又は関係住民等は、紛争が自主的な解決に至らなかったときは、規則で定

めるところにより、村長にあっせんの申請をすることができる。 

２ 村長は、前項の申請があったときは、あっせんを行うものとする。ただし、この条例に

規定する手続を誠実に遵守していない者からの申請であるときその他紛争の性質上村長が

あっせんを行うことが適当でないと認めるときは、この限りでない。 

３ 村長は、あっせんを行うことを決定したときは、速やかに、その旨を事業者及び関係住

民等に通知するものとする。 

４ 村長は、あっせんのため必要があると認めるときは、事業者及び関係住民等に対し、意

見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

５ 村長は、あっせんを行う場合においては、双方の主張の要点を確かめ、紛争が解決され

るよう努めるものとする。この場合において、村長は、必要に応じて檜原村廃棄物処理施

設設置等調整審査会の意見を聴くものとする。 

 （あっせんの打切り） 

第１８条 村長は、あっせんに係る紛争について、あっせんによっては紛争の解決の見込み

がないと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 

２ 村長は、前項の規定によりあっせんを打ち切ったときは、その旨を事業者及び関係住民

等に通知するものとする。 

 （勧告及び公表） 

第１９条 村長は、事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該事業者に

対し、相当の期限を定めて、必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

 （１） 事業計画書の提出をせず、又は虚偽の事業計画書の提出をしたとき。 

 （２） 説明会を正当な理由がなく開催しないとき。 
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 （３） 見解書を正当な理由がなく提出しないとき。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、この条例に規定する手続の全部若しくは一部を正当

な理由がなく行わず、又は不正若しくは不誠実な方法によりこれを行ったとき。 

２ 村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくその勧告に従わなかった

ときは、その旨を公表することができる。 

３ 村長は、前項の規定により公表しようとするときは、当該公表の相手方について、意見

を述べる機会を付与しなければならない。 

 （審査会の設置） 

第２０条 第７条第１項、第１３条第２項及び第１７条第５項の規定により村長が意見を求

めた事項について、調査審議するため、檜原村廃棄物処理施設設置等調整審査会（以下

「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

３ 委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 審査会の委員は、優れた識見を有する者の中から村長が委嘱する。 

５ 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 

６ 審査会は、関係住民等及び事業者から意見の聴取及び必要な資料の提出を求めることが

できる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年１月１日から施行する。 

 


